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国防戦略指針の発表
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北朝鮮

アジア太平洋地域重視の動き

国防歳出の削減

核開発問題
「人工衛星」と称するミサイル発射
新体制への移行
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【韓国】
・28,500名規模の在韓米軍を維持

【台湾】
・台湾が保有するＦ-16のアップグ
レードなどに関する計画
　(11年９月発表)

【シンガポール】
・沿海域戦闘艦（ＬＣＳ）の
ローテーション展開（11年６
月表明。12年6月、シンガ
ポール政府との間で大筋
合意）

【沖縄】
・第３海兵機動展開部隊（ⅢＭＥＦ）地
上部隊などのグアムなどへの移転

【グアム】
・潜水艦のローテーション配備
・爆撃機部隊のローテーション配備
・空母の一時寄港用施設の整備
・無人偵察機（ＲＱ-4）の配備

【オーストラリア】
○11年11月の米豪首脳会談で以下のイニシアティブについて合意
・海兵隊のオーストラリア北部へのローテーション展開
・米空軍航空機のオーストラリア北部へのローテーション展開を増加

【フィリピン】
・米沿岸警備隊のカッター船の無
償供与（11年８月、12年5月）

〈参考〉アジア太平洋地域における海兵隊兵力数
 全体： 約24,000人 オーストラリア： 30人
 ハワイ： 6,147人 韓国： 133人
 グアム： 196人 フィリピン： 146人
 日本： 14,951人   タイ： 50人
 洋上配置： 2,123人 シンガポール： 16人
出典：国防省発表資料（2011年12月31日）、ミリタリーバランス2012

・空母１隻の母港を大西洋側から太平洋
側（サンディエゴ）に移転（10年４月）

【インドネシア】
・Ｆ-16×24機の無償供与
(11年11月発表)
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グアム

沖縄

ダーウィン

※ 米地質調査所作成地図「GTOPO30」を使用

【米国防省】
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2008年11月、ルージョウ級駆逐艦など４隻が太平洋に進出
2010年３月、ルージョウ級駆逐艦など６隻が太平洋に進出
2010年７月、ルージョウ級駆逐艦など２隻が太平洋に進出
2011年６月、ソブレメンヌイ級駆逐艦など11隻が太平洋に進出
2011年11月、ルージョウ級駆逐艦など６隻が太平洋に進出
2012年２月、ジャンカイⅡ級フリゲートなど４隻が太平洋に進出

2011年5月、
中国公船がベトナム資源探
査船の曳航ケーブルを切断

法執行機関などによる
活動が複数回生起

2012年4月以降
中国公船がフィリピンの海軍艦艇や沿
岸警備艇などと長期間にわたって対峙

2012年5月、
ルーヤンⅠ級駆逐艦など５隻が
太平洋に向けて南東進

2012年4月、ジャンカイⅡ級
フリゲートなど３隻が大隅海
峡を東航して太平洋に進出
2012年6月、ルージョウ級駆
逐艦など３隻が大隅海峡を東
航して太平洋に進出

2010年4月、キロ級潜水艦、ソ
ブレメンヌイ級駆逐艦など10隻が
沖ノ鳥島西方の海域に進出

2009年6月、ルージョウ級駆逐
艦など5隻が沖ノ鳥島北東の海
域に進出

2008年10月、ソブレメンヌイ級
駆逐艦など4隻が津軽海峡を通
過（海軍戦闘艦艇の通過は初確
認）後、太平洋を南下してわが国
を周回

米海洋大気庁地球物理センター作成地図「ETOPO1」を使用

海洋における活動などP.26中国

P.86大量破壊兵器の移転・拡散

P.99
複雑で多様な地域紛争と
国際社会の対応



 

 

●●基本的な考え方
動的防衛力の構築など

沿岸監視部隊関連施設

移動式警戒管制レーダー 国土地理院の数値地図25000（地図画像）『沖縄』を使用 

P.113防衛大綱（22 大綱の内容）

 与那国島への沿岸監視部隊配置・移動警戒隊の展開

●平成24年度防衛力整備の主要事項  
動的防衛力の構築に向け、効果的かつ効率的な防衛力整備を着実に実施  

P.139平成24年度の防衛力整備

●

　

　

防衛防衛 P 113P 113衛大綱（22 大綱の内容）衛大綱（衛大綱



● F-35Aを次期戦闘機として選定

P.149

P.156

●

●宇宙開発利用に関する取組

防衛装備品などの海外への移転にあたり、以下は包括的に例外化

次期戦闘機の整備

最近の動向を踏まえた取組

　海洋政策に関する取組

　防衛装備品等の海外移転に関する基準
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●●周辺海空域の安全確保  
緊急発進回数の対象別割合

P.173実効的な抑止及び対処
緊急発進の対象となったロシア機および
中国機の飛行パターン例

●弾道ミサイル攻撃などへの対応  
平成24年4月の北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイルの発射事案

　

　

　

　

実効実効 P 173P.173効的な抑止及び対処効的な抑効的な

：中国機の経路 ：ロシア機の経路



 

●

P.206

97.7％
（平成23年度内閣府世論調査）

自衛隊を「評価する」と回答

●

東日本大震災への対応に関する教訓など

　　東日本大震災への対応の総括

　 大規模・特殊災害などへの対応 

　　東日本大震災への対応の教訓など

　東日本大震災への対応の評価
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沖縄は戦略的要衝に存在

小笠原諸島小笠原諸島

わが国のシーレーン

シーレーン
海上輸送交通路。
わが国は全貿易量の99％
以上を海上輸送に依存。

2000㎞2000㎞

南西諸島の中央

シーレーンに隣接1000㎞1000㎞ 沖縄沖縄

大陸と太平洋とのアクセス
→沖縄近海を通ると推定

●日米安全保障体制の意義

●日米安全保障体制を支える基本的枠組

●在日米軍の駐留

P.215日米安全保障体制の概要
●

●

●

●



 

●

●

●

●在日米軍再編の調整に関する協議 

P.233日米同盟の深化・拡大 

●●沖縄における在日米軍の駐留

P.242在日米軍の駐留に関する諸施策

「２＋２」共同発表  

●動的防衛協力

●沖縄を除く地域における在日米軍の駐留



 

P.259
アジア太平洋地域における
多国間安全保障協力・対話の推進

各国との防衛協力・交流の推進 P.270

　 　



 

P.291海賊対処への取組

P.297国際平和協力活動への取組

P.312防衛省・自衛隊の国際協力開始20年を振り返って
　　防衛省・自衛隊の国際協力の軌跡 　国際協力開始20年を迎えての総括



 

防衛生産・技術基盤の維持・育成・高度化
に向けた取組  

●防衛力を支える組織 ●人的基盤の充実に向けた施策など

防衛力を支える組織と人的基盤

●防衛生産・技術基盤について

防衛生産・技術基盤と装備品等の取得について P.345

P.323

●



 

コラム

民生支援活動 東日本大震災での活動
●市民生活の中での活動や社会に貢献する活動

防衛省・自衛隊と地域社会・国民とのかかわり P.356

　長渕剛さんからのメッセージ 　防衛省に届いたメッセージの数々長渕剛さんからのメッセージ 防衛省に届いたメッセージの数々


